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人事当局・人事委員会は早急に運用の見直しを！
職員が一丸となって県民サービス、被災者支援にあたれる体制整備を
退勤時における計画停電による電車の運休等に対応するため、人事院は既に規則を改正
自治労県職労は、地震の影響で「計画停電」が実施され、電車等の交通機関が断続的に途絶する事態の長期化が予想されることから、3月17日付でこうした事態に対応するよう申入れを行なっています。

現行、終業前退勤は年休扱い
　現在の神奈川県における解釈・運用では、常勤、非常勤を問わず、「地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等」が原因の場合、出勤については、その程度に応じて、1日又は時間単位の特別休暇が認められていますが、交通途絶等、帰宅時の危険性が想定される場合でも、終業前に帰宅する場合は、特別休暇ではなく年休の扱いとなっています。

このままでは非常勤職員は欠勤扱い？

しかし、非常勤職員（行政補助員）については、4月は年休が付与されません。

現行の解釈・運用では、もし4月になって鉄道・バス会社が、「午後3時から運休し、終日再開しません。」となっても、非常勤職員は欠勤する以外に帰宅することはできなくなりますし、欠勤できなければ、帰宅難民になる以外ありません。

非常勤職員が帰宅時の心配をせず仕事をするためには、条例・規程の解釈・運用の見直しは急務です。

職員の勤務時間、休暇等に関する県条例
現在の県の条例では、特別休暇について第16条で「職員が、次に掲げる理由により正規の勤務時間中に勤務することができない場合において、職員から願い出があつたときは、任命権者は、その都度必要と認める期間を特別休暇として与えることができる。」とし、3項で「交通機関の事故等の不可抗力の原因」としています。
　条例上では「出勤」「退勤」の区別はしておらず、理由も「交通機関の事故等」という包括的な表現となっています。

　つまり、「退勤時は年休扱い」というのは条例事項ではなく（条例に基づく「規則」にもない）、人事当局・人事委員会の解釈ということになります。

人事院は事態に素早く対応し規則改正
　人事院は3月17日付で、人事院規則15-14（職員の勤務時間及び休暇）及び人事院規則15-15（非常勤職員の勤務時間及び休暇）を一部改正しました。

　国では以前から、退勤時も特別休暇の対象としていましたが、今回の「計画停電」による交通機関の運行状況を踏まえて、常勤職員、非常勤職員ともに次のとおり、退勤時の特別休暇の対象に「交通機関の事故等」を加えました。

	人事院規則15-14第22条第18号（常勤）

人事院規則15-15第4条第5号（非常勤）

　地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、職員が退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合　必要と認められる期間


「交通機関の事故等」には停電も含む

　また、交通機関の事故等の解釈については、「服務・勤務時間・休暇関係質疑応答集」第7次改訂版（財団法人日本人事行政研究所編集）の問89「『交通機関の事故』の範囲」において、「『交通機関の事故』とは、通常の通勤に利用する電車、船、バス等の交通機関の正常でない運行をいうものと解しており、例えば、停電、ブレーキ故障、人身事故その他の原因による電車の運休・遅延はもちろんのこと、ストライキその他の争議行為による正常ダイヤによらない運転、突発事故による交通渋滞がこれに該当することとなる。」としており、国においては、今回の「計画停電」の影響による場合も、特別休暇の対象とすることとしました。

こんな時こそ国・人事院の解釈に従えば！

　これまで、県当局や人事委員会は、自らの都合のいいときだけ、「国準拠」を主張してきましたが、こうした問題こそ、「国準拠」で早急に解釈・運用を見直すべきです。

　職員は、常勤・非常勤一丸となって、県民サービス、被災者支援のために働いています。

　震災対応は、今後長期にわたり、大規模な派遣等の支援が必要になると思われます。

　こうした状況を踏まえ、年休の少ない（4月はゼロ）の非常勤職員や、育児や介護のために、ただでさえ年休が貴重な職員も、安心して出勤し、精一杯働ける環境を整えることこそ、職員が一丸となれるおおもとです。

また同時に、「通常の通勤経路を迂回して通勤した場合、発生する実費について弁償すること」も要求しています。単発の事故等による迂回通勤であればまだしも、この先長期化が予想される中で、特に、収入の少ない非常勤職員等や若手職員の負担は決して少なくありません。
　自治労県職労は、こうした課題について、当局・人事委員会が、早急に見直しを行うよう強く要請しています。

県立武道館に避難している被災者に、
ふとん20組を寄付

　自治労県職労は22日、現時点での避難人数分の布団を予備費で購入し、武道館に届けました。
	健康診断時の問診票で、メンタル項目の4つ以上
該当が616人
～きわめて深刻な状況


　3月24日開催の「第149回神奈川県安全衛生委員会」において、健康診断問診票における「心の健康状態」に関する項目の回答結果が明らかになりました。これは、この間自治労県職労が要求してきたものに迅速に対応いただいたもので、職員厚生課には敬意を表します。
　しかし、深刻なのは下記の5項目全てに該当するとした職員が285人（3.0％）、4項目に該当するとした職員が331人（3.6％）で、4項目以上該当は実に616人（6.7％）にのぼり、組合の予想をはるかに超えた数字だったことです。
　職員厚生課は該当者に対して3月上旬、「ストレスケアガイドブック」を送付したとのことですが、自治労県職労としては、該当者が「特定の所属や職域に偏っていないか」等、この結果の分析・調査を進め、今後安全衛生委員会としても有効な対策を講ずるよう提案していきます。
○質問項目

最近のご自身の様子（この2週間以上続いている場合）

①毎日の生活に充実感がない

②これまで楽しんでやれたことが、楽しめなくなった

③以前は楽にやれたことが、今ではおっくうに感じられる

④自分が役に立つ人間とは思えない

⑤わけもなく疲れたような感じがする
	該当
	５
	４
	３
	２
	１
	０
	他
	合計

	回答
者数
	285
	331
	553
	867
	1,377
	5,832
	6
	9,251

	
	616
	
	
	
	
	
	


東北地方太平洋沖地震の被災者に支援を！
自治労本部は、3月31日を第1次集約として、全国の組合員に呼びかけて1口千円のカンパを実施します。

自治労県職労としては、組合事務所に直接持参いただける本庁職場等で来週から実施します。

地域職場については、組合が集約する時間や振込手数料などの無駄を省くため、組合が集約せず下記の団体をはじめとしてみなさんが一番募金しやすい方法で最大限の支援をいただきますよう要請します。
☆ＮＨＫ、中央共同募金会、日本赤十字社
１．窓口受付
全国のNHK放送局の窓口、中央および各都道府県共同募金会、日本赤十字社本社および各都道府県支部
２．郵便振替（手数料は無料です）
①口座名義：中央共同募金会　東北関東大震災義援金
口座番号：00170-6-518

②口座名義：日本赤十字社　東北関東大震災義援金
口座番号：00140-8-507
☆日本テレビ

　インターネット募金を実施しています。
☆ＴＢＳテレビ

・口座番号：三井住友銀行赤坂支店（普）8830171

・口座名義：JNN・JRN共同災害募金事務局

・手数料:窓口、ATMで平日8:45～18:00は無料

☆フジネットワーク

・口座名義：フジネットワーク募金

・振込口座：みずほ銀行東京中央支店（普）2255522

・期　　間：4月30日まで

※みずほ銀行窓口と支店ATMからの振込手数料は無料。

☆テレビ朝日

・口座名義：ドラえもん募金

・振込口座：三井住友銀行東京営業部（普）8333415

・期　　間：4月30日まで

※三井住友銀行窓口と本・支店ATMからは無料。

☆インターネット

Yahoo！、楽天、@nifty、goo等はネット募金を受付中
☆コンビニエンスストア

セブンイレブン、ローソン、ファミリーマート、ミニストップ、デイリーヤマザキ等の店頭でも、受け付けています。









